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【第６節】健康危機管理体制の構築

 
現状と課題  
本県では、健康危機管理※ 体制の確保のため「和歌山県健康危機管理基本指針」

を策定（平成 年 月）するとともに、健康危機管理専門家会議による意見を

反映して、新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 年 月施行）に基づく

和歌山県新型インフルエンザ等対策本部条例の制定（平成 年３月）、和歌山県

新型インフルエンザ等対策行動計画の整備（平成 年 月改定）を行い、新型イ

ンフルエンザ等が発生した場合の体制を整備しています。

また、健康危機事象発生時の対応訓練を実施し、健康危機管理対策のレベルアッ

プを図っています。

施策の方向

（１）新型インフルエンザ等対策訓練の実施

● 新型インフルエンザ患者の発生を想定した訓練を実施し、訓練を通じて初動

対応、各種対応の実施手順及び関係機関相互の連絡や情報共有体制を確認し、

対応能力の向上を図ります。

（２）健康危機事象発生時対応訓練の実施

● 健康危機事象の発生を想定した訓練を実施して、健康危機管理対応体制を充

実するとともに、必要に応じてそれぞれの対応マニュアルの見直しを行います。

（３）情報ネットワークの充実

● 健康危機管理に関する連絡会議の開催、メーリングリストの活用等により、

迅速な情報の収集・分析及び共有化に努め、医療機関、市町村など、関係機関

との連携強化を図ります。

■用語の説明

※ 健康危機管理

医薬品、食中毒、感染症、飲料水その他何らかの原因により生じる国民の生命、健康の安

全を脅かす事態に対して行われる健康被害の発生予防、拡大防止、治療等に関する業務であ

って、厚生労働省の所管に属するもの。（厚生労働省健康危機管理基本指針）
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健 康 危 機 管 理 の ４ つ の 側 面

①健康危機の発生の未然防止

地域の状況を十分に把握し発生が

予想される健康被害に応じた対策を

講じる

・管理基準の設定

・監視業務

②健康危機発生時に備えた準備

その時々の状況に迅速かつ

効果的な対応を行うために事前に

講じる対策

・ 手引書の整備

・ 組織及び体制の確保

・ 関係機関との連携の確保

・ 人材の確保

・ 訓練等による資質の向上

・ 施設、設備、物資の確保

・ 知見の集積

平常 時の備 え

③健康危機への対応

健康危機発生時に人的などの

被害の拡大を防止するための

業務

・対応体制の確定

・情報の収集及び管理

・医療体制の確保

・保健医療ｻｰﾋﾞｽの提供の調整

・原因の究明

・防疫活動

・住民に対する情報の提供

・救援の要請

④健康危機による

被害の回復

混乱している社会生活を

健康危機発生前の状況に

復旧させるための業務

・飲料水、食品等の安全確認

・被害者の心のケア

・健康危機管理の事後評価

・管理基準の見直し

・監視体制の改善

健康 危機発 生時の 対応

健

康

危

機

の

発

生

二次保健医療圏
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健 康 危 機 管 理 体 制

健 康 危 機 情 報

市町村・関係機関等

情報収集、第一次対応

関係機関への情報提供

など

県

民

本庁

情報収集

保健所・振興局との連絡調整

県民・関係機関等への情報提供

担当者会議

県健康危機管理担当者会議

県健康危機管理対策室

県健康危機管理対策本部

保健所・振興局

情報収集

個別マニュアルによる対応

関係機関への情報提供

現地危機管理対策室

現地危機管理対策本部

対応

レベル

国（厚生労働省）

県環境衛生

研究センター
医師会等

関係機関

必要な検査の

実施
連携

０

１

２

３

対策 対策

情
報
提
供

市
町
村連

携

※対応レベル

０：関係課が情報を共有する必要がある健康危機事象

１：県民への軽度の影響が想定され、個別の対策を必要とする健康危機事象

２：県民への重度の影響が想定され、または県内での発生が急増しており、

緊急に対策を必要とする健康危機事象

３：最近前例のない規模または種類の事象が県内において現に発生したか

発生するおそれがある健康危機事象

①

①

②

③

④

⑤ ⑤

⑥

⑦

①：健康危機情報が地元市町村や関係機関、保健所や振興局等に入ります。

②：本庁には、情報が直接入る場合と入らない場合があります（点線表示）。

③：その後、県は本庁と出先機関である保健所・振興局が連携し、対応レベルに応じた対応をします。

④：県民には本庁から情報提供を行います。

⑤：医師会等の関係機関とも連携するとともに、県環境衛生研究センターで必要な検査を実施します。

⑥：国へは必要に応じ、情報提供や報告をします。

⑦：また、保健所・振興局にあっては、市町村と連携して対策を進めます。

 
 

 
 

286

第
１
章

第
２
章

第
３
章

第
４
章

第
５
章

第
６
章

第
７
章

第
８
章

参
考
資
料


